
 

 

株主資本等変動計算書の様式について 

意見：株主資本の資本金の欄を、株主拠出金を源泉とする資本金と、留保利益を源泉とす 

る資本金に区分すべきと考えます。 

理由：会社法においては、資本金から準備金・剰余金へ、準備金から資本金・剰余金へ、 

剰余金から資本金・準備金へと、特定の目的がない場合でも株主総会等の決議によ 

り、自由に振替が行われることになりました。 

資本金から準備金・剰余金へ振り替える場合、振替先の区分は、現行商法を前提に 

すれば、資本剰余金となると考えられます。なぜならば、現行商法では、資本金はそ 

の全額が株主拠出金とされているからです。利益剰余金の資本金への振替である、配 

当可能利益の資本組入（商法２９３条の２）でも、留保利益を一旦株主に配当し、そ 

れを再び株主から拠出されたものとみなすことにより、資本金が株主拠出金であると 

の前提は堅持されています。 

しかし、会社法においては、資本金は必ず株主拠出金であるという前提は、確実な 

ものとは言えません。なぜならば、利益剰余金はいつでも特別な理由を問われること 

なく資本金への振替がされる可能であるためです。利益剰余金が資本金へ振り替えら 

れ、その後資本金が準備金・剰余金へ振り替えられた場合、その振り替え先は資本剰 

余金でしょうか、利益剰余金でしょうか。利益剰余金が資本金へ振り替えらる前の元 

々の資本金の額と、利益剰余金から振り替えられた資本金の額とで案分した額で、振 

替先が資本剰余金か利益剰余金かを判定するのでしょうか。 

このように、資本金・準備金・剰余金の振り替えの緩和化により、会社法において 

は、資本金の額を、元々の株主拠出金の額と利益剰余金からの振替額に区分しておか 

なければ、資本金から準備金・剰余金へ振り替える場合に、振替先を資本剰余金とす 

るのか利益剰余金とするのかの判断に困るという実務上の問題を引き起こします。 

このことは、株主資本等変動計算書で、資本剰余金と利益剰余金をわざわざ明確に 

区分し、株主拠出金と留保利益を区分して記録しようとする株主資本等変動計算書の 

様式を、無意味なものとするおそれがあります。 

以上より、株主資本の資本金を株主拠出金を源泉とする資本金と、留保利益を源泉 

とする資本金に区分すべきと考えます。 

以上 
 


